スポット宣伝参考例    ２０１8・１・１０～　   　 日本共産党大阪女性後援会
●ご町内のみなさん、こんにちは（新年明けましておめでとうございます）。日本共産党、女性後援会です。新しい年に夢を託してスタートされたことと思います。日本共産党は、今年も国会の内外で市民と野党の共闘をすすめ、働きやすく、誰もが安心して暮らせる社会をめざしていきます。そして、憲法9条を守りたいと願う国民のみなさんとご一緒に、9条改憲を狙うアベ政権の危険な動きにストップをかけていきたいと頑張ります。少しこの場所をお借りして、女性後援会からお訴えをさせていただきます。どうぞよろしくお願いします。
●皆さん、1月7日のＮＨＫ日曜討論を見られましたか。日本共産党の志位委員長は、アベ首相が憲法を変えることに反対という世論が多い事を紹介しました。「昨年１2月の世論調査では9条を変えることに反対する人が５３％、国会での改憲論議を急ぐ必要がないという人は67.2％です。国民が望んでもいないものを、アベ首相の都合で、期限を決めて押しつけることは許されません」と厳しく批判しました。アベ首相は、憲法9条に自衛隊を明記するだけ。何も変わらない、と言いますが、変わらないのなら今のままでいいはずです。憲法に自衛隊を明記することで、9条の戦力をもたないという内容は意味をもたなくなり、海外での武力行使を可能にしてしまいます。志位委員長は「9条改憲の発議を許さない一点で、揺るぎない国民的多数派をつくり、アベ首相の側が恐ろしくて発議ができない状況をつくる」と決意を述べました。瀬戸内寂聴さん、作詞家のなかにし礼さんなど19人が呼びかけた3000万署名にぜひご協力ください。
●皆さん、アベ首相の憲法9条改憲は、日本に何をもたらすでしょうか。日本は、戦争放棄を明記した平和憲法、9条を持つ国家だと世界中に認められています。憲法9条に、自衛隊を明記することで、日米軍事同盟のもと自衛隊の任務や活動範囲を大きく変え、アメリカの戦争に自衛隊が参加することになります。アベ首相は国民の命を守ると言いますが、自衛隊員も国民です。空から米軍ヘリの部品が落ちてきても何も言えない状況下に置かれている沖縄県民も国民です。沖縄では1月6日、８日と米軍ヘリが不時着。米軍の起こした事故は後を絶ちません。ところがアメリカに何も言えないのがアベ首相です。そんな首相に憲法を変える資格などありません。

●皆さん、ご存じでしょうか。日本国憲法が施行された1946年から47年にかけて、中学一年生用の社会科の教科書に文部省がつくった「あたらしい憲法のはなし」が使われました。ここには、戦争放棄のことも分かりやすく書かれています。「今、やっと戦争は終わりました。二度とこんな恐ろしい、悲しい思いをしたくないと思いませんか。こんな戦争をして日本の国はどんな利益があったでしょうか。何もありません。ただ、恐ろしい、悲しいことがたくさん起こっただけではありませんか。戦争は人間を滅ぼすことです。そこで今度の憲法では日本の国が決して戦争をしないように、二つのことを決めました」。そう書いて武器を持たないこと、戦争をしないことを強調しています。戦後72年がたちましたが、平和憲法の果たしてきた役割がはっきりしています。日本共産党は党ができて95年になりますが、戦争反対を言っただけで捕まるような時代にも、戦争反対を掲げて頑張ってきた歴史のある政党です。今、国会の中では憲法を変えてもいいという議員が3分の2以上を占めますが、自民党や公明党を支持する人の中にも「9条は変えないでほしい」と思っている方も多いのではないでしょうか。瀬戸内寂聴さん、なかにし礼さんなど１９人が呼びかけた3000万署名にご賛同ください。日本共産党も引き続き、改憲を許さない立場で頑張ります。
■皆さん、去年のことは忘れた、と言えないことがたくさんありますよね。その大きな一つは、森友・加計問題です。昨年の国会で、日本共産党はじめ立憲民主党など野党は、これらの問題でアベ政権を厳しく追及してきました。財務省の側が森友学園に対して8億円の値引きで国有地を売却するという「口裏合わせ」の「音声データ」まで出てきました。日本共産党辰巳孝太郎参議院議員の追及ではっきりしました。ところが、首相は丁寧な説明どころか、記憶にない、知らない、と無責任な態度に終始しています。国民は到底納得できるものではありません。真相のカギをにぎるアベ昭恵さんと加計幸太郎氏の証人喚問に応じるべきではないでしょうか。日本共産党は引き続き、真相解明へ徹底追及していきます。
●皆さん、この大阪でも維新府政が府民のくらしの大変さに耳を傾けようとせず、この4月から国民健康保険料の府内統一化をすすめようとしています。市町村からの財政持ちだしや、独自の減免制度がなくなり、国保料が上がり、家計は本当に大変です。

ところが、松井知事と大阪市長は、カジノ付きを隠して万博誘致を推進しています。大阪には、歴史や文化、またグルメや買い物の目的でたくさんの観光客が来ています。犯罪が増え、治安悪化が心配なカジノ。カジノを呼び込んでほしいと一体誰が望んでいるでしょうか。人の不幸の上に、経済活性化なんてありえません。カジノ付き万博に反対の声がひろがっています。依存症をうみだすギャンブル、カジノは大阪にいらない、の声をあげていきましょう。
維新の会は2015年の住民投票で「都構想はＮＯ！」という結果がでたのに、また今年「都構想を問う」住民投票をすると言っています。これも市民・府民が望んでいるものではありません。自治体の仕事は、住民の福祉をすすめることです。維新政治の10年間は府民・市民のために何をやってきたのでしょうか。子どもたちにチャレンジテストを押しつけ、内申書を一回のテストで決めるなど、維新の過度な競争教育にチャレンジテスト廃止を求める声も広がっています。
   日本共産党は、府議会、各市町村でも府民・市民のくらしを守るため頑張っています。お困りのことがありましたら、お近くの議員、生活相談所にお気軽にお声かけしてください。
●皆さん、世界と日本は大きく動いています。この機会に日本共産党発行の「しんぶん赤旗」をお読みになりませんか。日刊「しんぶん赤旗」、毎週発行の「赤旗日曜版」は月823円、100万を超える読者がいます。月刊「女性のひろば」は月３１０円。ぜひ、読んでみてください。

これで日本共産党女性後援会からの訴えを終わらせていただきます。ご協力ありがとうございました。
時間と場所により、項目は選んでお読みください








